
おりひめショートステイ　概略利用料金表
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（令和６年８月１日）

併設型ユニット型
704 円 772 円 847 円

算定項目 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

介
護
保
険
分

　短期入所生活介護（Ⅰ）

夜勤職員配置加算(Ⅱ) 18 円

4,664

＊当事業所による送迎を行った場合は、片道184円が加算となります。

要介護５

918 円 987 円

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 6 円

介護職員等処遇改善加算×14％ 102 111 122 132 142

食材料費 1,445 円　(朝325円・昼610円・夕510円)

介
護
保
険
分

介
護
保
険
分

第３段階② 第４段階

300 600 1,000 1,300 1,445

要介護４

　第１段階（日額） 2,010 2,087 2,173 2,254

算定項目 要介護１ 要介護２ 要介護３

880 880

6,969

介護保険負担限度額認定証に記載されている額

※食費
負担額

第１段階 第２段階 第３段階①

食材料費 1,445 円　(朝325円・昼610円・夕510円)

滞在費 2,066 円

2,333

　第２段階（日額） 2,310 2,387 2,473 2,554 2,633

滞在費 2,066 円

　自己負担合計（日額） 4,341 4,418 4,504 4,585

※滞在費
負担額

第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 第４段階

要介護４

＊当事業所による送迎を行った場合は、片道552円が加算となります。

　自己負担合計（日額） 6,001 6,233 6,490 6,733

1,370 1,370 2,066

負担限度額認定証適用額 要介護１ 要介護２ 要介護３

　第３段階①（日額） 3,896 3,973 4,059

　短期入所生活介護（Ⅰ）

4,140

4,273

要介護５

1,974 円

396 425

4,219

　第３段階②（日額） 4,196 4,359 4,440 4,519

併設型ユニット型
1,408 円 1,544 円 2,541 円 1,836 円

夜勤職員配置加算(Ⅱ) 36 円

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 12 円

併設型ユニット型
2,112 円 2,316 円 2,541 円 2,754

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 18 円

介護職員等処遇改善加算×14％ 306

介護職員等処遇改善加算×14％ 204 223 362 264 283

食材料費 1,445 円　(朝325円・昼610円・夕510円)

　短期入所生活介護（Ⅰ）

夜勤職員配置加算(Ⅱ) 54 円

要介護５

334 366

滞在費 2,066 円

＊当事業所による送迎を行った場合は、片道368円が加算となります。

算定項目 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

　自己負担合計（日額） 5,171 5,326 6,462 5,659 5,816

円 2,961 円



※１　非課税年金(遺族年金、障害年金)

必要書類(本人及び世帯全員)

令和〇年中の収入が分かるもの(源泉徴収票)

預貯金通帳

健康保険証

利用者負担段階 1日あたりの食費・居住費

第1段階
生活保護受給者及び老
齢福祉年金の受給者

単身1000万以下

８２０円

本人及び世帯全員が住民税非課税 預貯金等資産

３００円

夫婦2000万以下

夫婦1650万以下

前年の合計所得金が金
額(特別控除後)+年金収
入額+非課税年金額※１
の合計が年間80万円以

下

単身650万以下

食費

８２０円 ６００円

居住費(個室)

第2段階

第3段階①

前年の合計所得金が金
額(特別控除後)+年金収
入額+非課税年金額※１
の合計が年間80万円超

120万円以下 夫婦1550万以下

上記以外の方

第3段階②

前年の合計所得金が金
額(特別控除後)+年金収
入額+非課税年金額※１
の合計が年間120万円超

単身500万以下

１３１０円 １３００円

単身550万以下

１３１０円 １０００円

夫婦1500万以下

世帯員増　1人50万円加算

１２２０円 １４４５円第4段階

社会福祉法人等利用者減免対象者

預貯金等の保
有額

単身世帯　350万円以下

世帯員増　1人100万円加算

有価証券、債券等含む

対象の要件 基準

収入額
単身世帯　150万円以下

その他資産
日常生活に供する資産以外に活用できる資
産がないこと

扶養
負担能力のある親族等に扶養されていない
こと

減額割合 25％(老齢福祉年金受給者は50%)


